
消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金）の成果及び評価報告書（令和4年度・一般型食育以外）

目　的 目　標 目標値 実績 達成度 評価

Ⅰ
農薬の適正使用等の総合的
な推進

１　事業の必要性
東京都内には6,366件(令和５年３月末現在)の農薬販売者による届出があり、小売、卸売を問わず、販売者が集中し
ている。また、都の農業生産は少量多品目栽培であることや、農地や樹木は市街地にあり、住宅地と隣接した中で農
薬を散布しなければならないことからも、農薬の適正使用や飛散防止は重要な課題である。
このような状況下で、農薬の適正使用や取り扱いに対する関心も高いことから、立入検査を重点的に実施している。
重ねて、リーフレットの作成や講習会の開催を実施、農薬管理指導士の認定を通して、農薬の適正販売・使用を推進
する。そのために、以下の事項を実施する。
（１）	農薬管理指導士の養成及び資質向上のための研修会の開催
（２）	農薬使用者を対象にした安全・適正使用講習会の開催

２　目標値の考え方
（１）不適切な販売の発生割合
過去３年間（令和元～３年度）に実施した農薬販売店の立入検査では、不適切な販売の発生割合が平均で2.3％（令
和３年度３月末時点）であった。令和４年度の目標値は、過去３年間の平均値から0.3％削減した2％に設定した。
（２）不適切な使用の発生割合
都内ゴルフ場全23件について、農薬の使用計画書及び使用報告書を確認し、不適切な使用の実態把握を行ってい
る。そのうち、立入検査は年間２件を目標とし、不適切な使用の減少を図っていく。

(1)農薬の安全使用の推進
　安全使用講習会１回
　（講義動画配信14日間）
　販売者への立入455件
　ゴルフ場への立入2件
(2)農薬の適切な管理及び販売の推進
　農薬管理指導２回
　（講義動画配信14日間＋14日間）

農薬の不適切な販売及び使
用の発生割合　1.0％

0.9% 100% A

　農薬の不適切な販売割合の目標値は2.0％に対し、実績
は1.8％となり目標値を達成できた。令和４年度の不適正
内容は、変更届未提出（2件）、帳簿未記載（1件）、その他
（有効期限切れ農薬の陳列（3件）、廃止届の未提出（2
件））であった。
　農薬の不適切な使用割合の目標値は、0％に対し、実績
は0％で目標を達成できた。都内ゴルフ場23件のうち2件
の立入をおこなったが、どちらも適切に使用されていた。
　農薬販売店及びゴルフ場への立入検査の際には、農薬
の適切な管理について指導し、農薬の適正管理に関する
意識の向上に寄与した。
　また、農薬安全講習会･農薬管理指導士養成研修会等
の実施により、農薬使用者に対する農薬の適正･安全使
用の周知徹底が図られ使用者の意識は着実に向上して
おり、今年度の事業の目的を達成したと考えられる。

令和４年度当初予算

Ⅱ 家畜衛生の推進

１　事業の必要性
　豚熱、高病原性鳥インフルエンザ等重要な伝染性疾病が継続的に発生しており、畜産経営だけでなく、都民の生活
にも大きな影響を与えている。
　家畜の生産性及び衛生管理の向上並びに生産段階における畜産物の安全性を確保するため、家畜衛生に関する
各種調査、検査並びに情報収集等を行い、畜産農家に対する衛生管理技術の普及・啓発及び指導を実施し、伝染性
疾病の発生割合の低減を図る。
２　目標値の考え方
　家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第4条第4項及び第13条第4項の規定に基づき都道府県が国に報告す
る監視伝染病の発生件数及び都道府県等が病性鑑定等で把握する監視伝染病以外の伝染性疾病の発生件数の和
の減少率及び検査件数の増加率により家畜衛生に係る取組の充実度を次式にて算出する。

家畜衛生に係る取組の充実度の算定式＝100×（1＋Ａ）×（1＋Ｂ）
　Ａ＝家畜の伝染性疾病の検出率注）の減少率
　　注）検出率＝（家畜の伝染性疾病の発生件数）／（対象疾病の検査件数）
　Ｂ＝Ａにおける対象疾病の検査件数の増加率
　　※Aの下限を-0.99とする。

（１）現状（令和元～令和３年度の平均値）
伝染性疾病の発生件数=６、対象疾病の検査件数=7,881、検出率=0.00076
（２）事業実施後（令和４年度）
【計画】
伝染性疾病の発生件数=４、対象疾病の検査件数=6,760、検出率= 0.00059
Ａ=家畜の伝染性疾病の検出率の減少率
=((［現状］-［事業実施後］)/［現状］)
=((0.0076－0.00059)/0.00076)＝0.224
Ｂ=Ａにおける対象疾病の検査件数の増加率
=(［事業実施後］-［現状］)/［現状］=((6,760-7,881)/7,881)=-0.142
家畜衛生に係る取組の充実度=100×(1+Ａ)×(1+Ｂ)
　　　　　　　　　　　　　　=100×(1+0.224)×(1-0.142)=105.0

伝染性疾病の発生件数=4、
対象疾病の検査件数=7,875、検出率=0.00051

Ａ=家畜の伝染性疾病の検出率の減少率
=((［現状］-［事業実施後］)/［現状］)
=((0.00076－0.00051)/ 0.00076)＝-0.329
Ｂ=Ａにおける対象疾病の検査件数の増加率
=(［事業実施後］-［現状］)/［現状］=((7,875-7,881)/7,881)=-0.001
家畜衛生に係る取組の充実度=100×(1+Ａ)×(1+Ｂ)
=100×(1+0.329)×(1- 0.001)= 132.8（目標値 105.0）
達成度＝実績値/目標値×100＝132.8/105.0×100＝126.5%≒126%

家畜衛生に係る取組の充実
度　105.0％

132.8% 126% A

　伝染性疾病は単発的な発生であった。発生時には
その都度適切な対応・指導を実施し、伝染病のまん
延する状況はなかった。各種事業の実施により都内
畜産農家の衛生対策の向上が図られた。今後も本事
業を継続し、適切な飼養衛生管理を維持するよう指
導する。検査の精度管理への取り組みにより検査結
果の信頼性確保を図った結果、精度管理の外部評価
は良好で、内部評価も適正に行われた。

令和４年度当初予算
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目　的 目　標 目標値 実績 達成度 評価

養殖衛生管理体制の整備

１．事業の必要性
 近年、水産養殖業に魚病が多発しており、この対策に使用される水産用医薬品に関して残留性および耐性菌の観
点から適正な使用が必要になっている。また、食品の安全性に対する消費者の関心の高まりもあり、医薬品だけでな
く、養殖現場で使用される養魚用飼料や衛生管理にも適正な指導と監視体制の整備が不可欠である。そこで、魚病
発生の把握に努め、魚病に対する防疫および医薬品の適正使用を指導することにより、都内における魚病の発生・
蔓延を防止し、より安全で安定した養殖魚生産の推進を図るため、交付要綱別表１の事業メニューのうち、（１）総合
推進会議の開催等、（２）養殖衛生管理指導、（３）養殖場の調査・監視、（５）疾病の発生予防・まん延防止にとり組む
こととした。

２．目標値の考え方
・給餌養殖経営体数：都内の養殖組合等に加盟し、都内に養殖池をもっている養殖業者等（24軒）
・水産用医薬品適正指導使用指導等会議の開催回数　2回（海面1回・内水面1回）
・養殖衛生指導（巡回指導等）によるもの（24軒）

 事業実施内容
1.総合推進会議の開催など
・総合推進会議（3月13日）出席
・内水面関東甲信ブロック地域合同検討会（10月24日）、太平洋ブロック地域合同検討会（11月1日）出席
2.養殖衛生管理指導
・指導会議実施回数　2回
・巡回指導（海面1軒・内水面22軒）23経営体に実施
・魚病診断時における指導等
3.養殖場の調査・監視
（１）養殖資機材使用状況調査
（２）医薬品残留検査：海面2検体×2薬品、内水面5検体×4薬品の実施
　いずれの検体も検出限界値以下であり、食品として安全であることが証明された。詳細は別記1, 2　医薬品残留検査結果表に示す
（３）薬剤耐性菌の実態調査：冷水病原因菌について実施。詳細は別記4薬剤感受性試験結果に示す
5.疾病の発生予防・まん延防止対策
（疾病監視対策）別紙魚病発生図のとおり
（疾病発生対策）魚病診断後、投薬指導およびまん延防止対策指導等をおこなった。なお、未知の疾病は発生しておらず、既知の疾
病についても投薬によって被害を軽減し、甚大な被害は発生していない

養殖衛生管理指導を行った養殖等経営体数の割合：95.8％（23/24）
・経営体数　給餌養殖経営体数　23軒
　アユ冷水病防疫対策等を行なっている内水面漁業協同組合数　3軒
・水産用医薬品適正使用指導等会議の開催回数：2回
　　海面1回　令和4年12月8日実施　内水面1回　令和4年3月15日実施
・養殖衛生指導等を行った経営体数（実経営体数）
　　うち指導会議によるもの　8軒
　　うち巡回指導によるもの　23軒(海面1軒、内水面22軒）
※1件の養魚場において、令和4年度に廃業したことが確認されたため、指導を実施しなかった。
成果
指導会議、巡回指導時に水産用医薬品の適正指導を行ったほか、都内で発生する魚病についての情報の普及に取り組んだ。
また、地域で問題となっている魚病について診断等を行い、発生対策、まん延防止対策、防疫方法などについて指導をおこなった。

養殖衛生管理指導を実施した
経営体数の養殖等経営体総数
に占める割合　24/24(100％)

23/24(95.8%) 95% A

　指導会議、巡回指導、医薬品残留検査、薬剤感受
性試験を計画的に実施し、目標を達成できた。また、
魚病診断を迅速に行い、まん延防止や被害の軽減に
努めた。
 

令和４年度当初予算

病害虫の防除の推進

　平成２１年４月、東京都青梅市のウメで、特定重要病害虫に指定され我が国への侵入が特に警戒されているウメ輪紋ウイルス（プラムポックスウイ
ルス）による病気の発生が確認された。
　その後、東京都内において実施された発生調査により、平成２１年度には、八王子市、あきる野市、日の出町、奥多摩町にて、平成２２年度には、
足立区、羽村市にて、平成２３年度には福生市にて、平成２４年度には昭島市、小平市にて、平成２６年度には東久留米市で本ウイルスの発生が確
認されている。
　青梅市では平成２７年度から強化対策を実施、強化対策地区を指定し、感染植物の早期発見、早期伐採を行うとともに、アブラムシの有翅虫による
感染拡大を防止するためアブラムシの防除を実施し、清浄性を確保しつつウメの再植栽を実施してきた。
令和４年度は令和３年度に引き続き、これまでの防除対策をもとに、効率的かつ効果的なアブラムシの防除時期や防除日数の検証、耕種的防除の
導入試験等を実施し、より地域に適したＰＰＶの防除マニュアルを作成するため、感染植物の発生状況等を調査するとともに、再植栽されたウメおよ
び農地の既存のウメへのアブラムシ防除等を行った。
１　ウメ輪紋ウイルスの感染状況調査
早期に感染植物を発見するため、再植栽樹を対象として感染状況調査を行った。
　　対象園地数：２８７園地　調査対象樹数：４，８７６本
　　調査対象植物：再植栽されたウメおよび農地の既存のウメ等
　　調査時期：５月、８月
２　アブラムシの防除
実施地区内に再植栽されたウメ等について、アブラムシの防除を実施した。
　　対象園地数：２８７園地　調査対象樹数：４，８７６本
　　調査対象植物：再植栽されたウメおよび農地の既存のウメ等
　　実施時期：（秋季）１０月、（春季）２月
３　感染植物の伐採・抜根及び焼却
　調査対象樹に感染が確認された場合は、所有者の同意を得た上で廃棄を実施した。
４　その他病害虫防除に必要な事項
周辺の住民に対し、感染状況調査、アブラムシ防除の必要性を周知し協力を依頼した。
　　広報掲載、回覧板、チラシの配布その他
５　防除体系等における作業の現状からの向上率
　４工程÷５工程×100＋100＝180%

〇ＰＰＶ防除対策の作業工程	
　１　ウイルスの感染状況調査（春）、　２　ウイルスの感染状況調査（夏）
　３　アブラムシの防除（秋）、　４　アブラムシの防除（春）、　５　感染樹の伐採、除去
〇検証した作業工程
  １　ウイルスの感染状況調査（春）　　　調査適期、調査手法の検証
　２　ウイルスの感染状況調査（夏）　　　調査適期、調査手法の検証
　３　アブラムシの防除（秋）
　　　防除薬剤　コルト顆粒水和剤（ピリフルキナゾン水和剤）及び防除時期、回数の検証
　４　アブラムシの防除（春）
　　　防除薬剤　ウララＤＦ（フロニカミド顆粒水和剤）及び防除時期、回数の検証

（１）ウメ輪紋ウイルスの感染状況調査
・調査時期：５月、８月、
・調査対象：再植栽されたウメおよび農地の既存のウメ
　・対象園地及び樹数：287園地　　4,876本
　・感染確認園地及び樹数：6園地、8本（感染率：0.16％）

（２）アブラムシの防除
・防除実施時期：秋季（10月）、春季（2月）
・防除対象：再植栽されたウメおよび農地の既存のウメ
　・対象園地：287園地　・対象樹数：4,876本（令和4年度の再植栽樹を含む）
　
（３）感染植物の伐採・抜根及び焼却
　・園地及び樹数：6園地、8本

（４）その他の防除対策推進
・広報活動　市広報掲載,回覧板回付,チラシ配布

（５）検証結果
　・これまでの防除対策をもとに、秋季(10月)にコルト顆粒水和剤（ピリフルキナゾン水和剤）、春季(２月)にウララＤＦ
（フロニカミド顆粒水和剤）を用いて合計年２回、アブラムシ防除を実施、また従来の目視とイムノクロマトによる手法
を用いて５月と８月に感染状況調査を実施して検証したところ、4,876本中8本が感染していることが判明した。
目視にイムノクロマトを加えた確認結果は、横浜植物防疫所の検定結果と等しいこと、また現行のアブ
ラムシ防除における感染率は0.16％と極めて低いことから、今のところ、現行の防除対策及び調査手法は有効である
ことが示唆された。
確認した感染樹は伐採・抜根して焼却処理し、引続き本防除対策を実施して検証を続け、防除マニュルの作成につな
げる。
感染樹数は年々減少傾向にあるが、ＰＰＶは根絶していないことから、感染拡大を避けるための検証を、今後も注意
しながら続けていく。

従来の防除対策では防除が困難な作物
の防除体系等における防除に関する管

理手法の現状からの向上率　180％
180.0% 100% A 　目標を達成しており良好である。 令和４年度当初予算

重要病害虫の特別防除等

１　重要病害虫の侵入警戒調査等の実施
(1)　目　的
果樹や果菜類の重要害虫であるミバエ類やコドリンガ等が侵入した場合、早期に発見するため、輸入農産物が集積する青果市場に
おいて侵入警戒調査を実施した。
調査は、ミバエ類は都内の青果市場、コドリンガは都内の果樹生産圃場等に誘殺トラップを設置し、月1回（8月はミバエ類のみ月2
回）誘殺剤の交換をかねて行った。
(2)　内　容
①調査地点　　 　 ミバエ類  ：10市場（区部5市場、多摩地域5市場）、コドリンガ：2圃場
②調査対象害虫
　　　　　　　　　 ミバエ類  ：ウリミバエ及びミカンコミバエ類、チチュウカイミバエ、コドリンガ
③調査期間　  ミバエ類  ：4月から11月（8ヶ月間）、コドリンガ：4月から11月、3月（9ヶ月間）
なお、これらについては、都と農林水産省植物防疫所との間で取り決めてきている。このため、例年同様の調査を実施した。
(3)　侵入警戒調査総回数
① ウリミバエ及びミカンコミバエ類  10地点×8ヶ月(*)＝90回・・a
② チチュウカイミバエ　　　　　　  10地点×8ヶ月(*)＝90回・・b　（*8月は月2回調査）
③ コドリンガ　　　　　　　　　　 　 (2地点×9ヶ月＝18回)2地点×8ヶ月＝16回・・c

２　苗木等検査の実施
　　平成２１年４月、東京都青梅市のウメで、特定重要病害虫に指定され我が国への侵入が特に警戒されているウメ輪紋ウイルスに
よる病気の発生が確認された。
　　その後、東京都内において実施された発生調査により、平成２１年度には、八王子市、あきる野市、日の出町、奥多摩町にて、平
成２２年度には、足立区、羽村市にて、平成２３年度には福生市にて、平成２４年度には昭島市、小平市にて、平成２６年度には東久
留米市で本ウイルスの発生が確認されている。
　　このため、令和２年度末までは緊急防除により、感染植物の発生状況等を調査、感染植物の廃棄を実施し、ウイルスのまん延防
止を図ってきた。
　　令和４年度については、令和３年度より開始された苗木等検査制度の実施により、未発生地域へのウイルスの侵入防止対策を実
施した。
(1)対象地域（８市２町）
　　旧防除区域：青梅市、八王子市、あきる野市、福生市、羽村市、昭島市、日の出町、奥多摩町
　　その他感染樹が確認された区市町村（２市）：東久留米市、小平市
(2)検査対象植物
　　サクラ属（サクラ節を除く）の植物。ウメ、スモモ、モモ、アンズ、ユスラウメ等
(3)検査時期：令和４年５～８月
(4)苗木等検査の実施回数
　（10市町×2園地＝20回）1市×1園地＝1回・・d

１　重要病害虫の侵入警戒調査等の実施
(1)侵入警戒調査実施状況・地点数
　　(a)90回・10地点、(b)90回・10地点、(c)16回・2地点
(2)対象病害虫の発見・発生状況　　(a) (b) (c) なし
(3)対象病害虫の防除状況　　　　　(a) (b) (c) なし

２　苗木等検査の実施
(1)苗木等検査実施回数　(d)１回
　　・　申請内訳：1件（青梅市・1園地、ウメ盆栽63本）・　感染確認：なし
(2)その他の防除対策推進等
ア　苗木等検査対象地域の巡回確認調査
　　・　調査地域　　：青梅市、あきる野市、羽村市、奥多摩町、八王子市
　　・　確認対象植物：ウメ、モモ、スモモ、アンズなどのサクラ属植物
　　　　(サクラ節を除く)の苗木、母樹、盆栽類等
　　・　調査対象　　：樹木畑、果樹園地等
　　・　調査園地数　：600園地
ウ　苗木等検査周知用リーフレットの作成
　　・　部　数　　　：3,000部
　　・　配　付　先　：検査対象市町、関係ＪＡ等

対象病害虫の調査・防除等の
総回数　　218回

197回 90% A
目標を達成しており良好である。
令和５年度より植物防疫事業交付金にて、侵入調査
及び苗木等検査を継続して実施していく。

令和３年度当初予算

事業実施計画 事業実施実績
目標値及び実績

都道府県等による評価の概要

Ⅱ

備考
区　　分

総　　計・総合評価 101% A



目標 目標値 実績 達成度 評価

栄養バランスに配慮し
た食生活の実践度
（主食・主菜・副菜を組
み合わせた食事を１
日２回以上ほぼ毎日
食べている者の割合）
72.0%

95.8% 133% Ａ

産地や生産者を意識
して農林水産物・食品
を選ぶ者の割合75.0%

97.3% 129% Ａ

131.00% Ａ総　計 ・ 総合評価

１　食育推進検討会の開催

２ 課題解決に向けたシンポジウム等の開催

事業実施計画 事業実施実績

消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金）の成果及び評価報告書（令和4年度・食育）

区　分 目標値及び実績

事業の成果
〇取組事項
１　東京都食育推進協議会
場　所：都庁会議室
参加者：学識経験者2名、食育関係団体12名（うち東京都食育フェア出展団体含
む）、特別区長会・東京都市長会各1名、農林水産省関東農政局１名
内　容：
　①座長から食育に関する講演
　②東京都食育推進計画について
　③団体及び区市等における食育の取組について
　④東京都の食育推進の取組について
２　課題解決に向けたシンポジウム等の開催（東京都食育フェアの開催）
場　所：代々木公園ケヤキ並木通り（東京都渋谷区）
来場者数：一般都民３９,２４０人来場
参加団体数：延べ４９団体
内　容：日頃から食育活動に取り組む団体等による食に関するワークショップ等に
よる情報提供や、東京産農林水産物及びＴＯＫＹＯ－Ｘ（ブランド豚）等加工食品の
試食等を通じて、国産農林水産物や地域の食品の魅力を来場者に発信

〇成　果
東京都食育フェアにご来場いただいた39,240人のうち、2日間で948名からアンケー
トを回収
（１）栄養バランスに配慮した食生活の実践度（主食・主菜・副菜を組み合わせた食
事を１日２回以上ほぼ毎日食べている者の割合）
アンケートに、「東京都食育フェアに来場して、今後脂肪の摂りすぎをやめ、バラン
スの良い食生活を目指そうと思いましたか？」の質問項目を設け、調査を実施。
【結果】948名のうち、95.8％が「思った」と回答
　令和２年度66.8％⇒令和４年度95.8％となり、29％増加
　目標値：72.0％、実績値：95.8％、達成度：133％
（２）産地や生産者を意識して農林水産物・食品を選ぶ者の割合
アンケートに、「東京都食育フェアに来場して、今後、産地や生産者を意識して農林
水産物や食品を購入したいと思いましたか？」の質問項目を設け、調査を実施。
【結果】948名のうち、97.3％が「思った」あるいは「少し思った」と回答。
　令和２年度73.5％⇒令和４年度97.3％となり、23.8％増加
　目標値：75.0％、実績値：97.3％、達成度：129％

都道府県等による評価の概要

 ２つの目標の達成率がいずれも１
００％を超えており、栄養バランス
に配慮した食生活を実践すること、
産地や生産者を意識した農林水産
物や食品を選ぶことについて、来
場者の意識を高めることができ
た。同時に、東京都食育推進計画
において掲げる「健康を意識した
バランスの良い食生活の実践」や
「東京都産食材の理解と地産地消
の推進」の取組の指標達成に向け
て、都民の意識向上に大きく寄与
することができた。

地域での食育の推進Ⅲ



消費・安全対策交付金（食料安全保障確立対策推進交付金）の成果及び評価報告書（令和4年度・特別型）

目　的 目　標 目標値 実績 達成度 評価

家畜衛生の推進

１　事業の必要性
　令和２年以降、都内野生イノシシの豚熱ウ
イルス感染事例が確認され、豚飼養場所へ
の豚熱ウイルス侵入リスクが高まっている。
　都内野生イノシシでの豚熱対策強化及び
農場への豚熱侵入防止対策を推進するに
あたり、下記事業により野生イノシシの豚熱
検査を促進し、都内野生イノシシにおける豚
熱ウイルス浸潤状況を把握する必要があ
る。

２　目標値の考え方
　都内野生イノシシにおけるウイルス浸潤
状況を把握し、もって農場における豚熱ウイ
ルス侵入防止対策及び農場のバイオセキュ
リティの向上を推進する。

１　検査数
検査促進費を活用した、豚熱検体提供者への
補助金交付事業を令和３年度より開始した。当
年度は猟友会２団体より補助金交付申請があ
り、計68頭分の補助金を交付した。
検査件数（※）の増加率は以下のとおり。

令和４年度：130頭、令和３年度：89頭
増加率：130/89　×　100　=　146（％）

（※）検査件数には、補助金交付申請前に提供
された検体及び交付申請を行っていない団体
から提供された検体等も含む。

２　検査結果（令和４年度）
　〇捕獲イノシシ
　　ウイルス検査　　　陽性0　　陰性128
　　抗体検査　　　　　陽性36　 陰性92
　
　※参考
　〇死亡イノシシ（本事業対象外）
　　ウイルス検査　　　陽性0　　陰性2

豚熱のまん延防止 豚熱のまん延防止 達成 適正

　令和４年度は検査件数が130頭
（当事業による実績は68頭）と大き
く増加した。検査促進費がイノシシ
捕獲及び検体提供の動機になって
いることが伺え、当事業が検査件
数の増加に寄与していると考えら
れる。
　なお野生イノシシにおける豚熱ウ
イルスの検査により、豚熱浸潤状
況の把握を行うとともに、検査結果
を農場における野生イノシシ侵入
防止対策の推進に活用している。

令和３年度補正予算

養殖衛生管理体制の整備

１．事業の必要性
 令和４年６月15日、都内の養殖業者が飼
育するコイ（ニシキゴイ）において、コイヘル
ペスウイルス病が確認された。当疾病は持
続的養殖生産確保法（以下、法）に規定さ
れる特定疾病の１つで、都内では、診断を
開始した平成15年以降都内錦鯉販売業者
において発生が確認されており、今回が４
例目となる。
　
２．目標値の考え方
　まん延防止対策として、法第８条第１項の
規定に基づき、コイヘルペスウイルスに感
染の恐れのある個体の移動を禁止し、その
後、速やかにコイの処分を行うとともに関連
施設・機器を消毒して、施設外部への感染
拡大を防止する。

事業実施内容
5.疾病の発生予防・まん延防止対策
（まん延防止対策）
　6/8　 都内所在の錦鯉販売業者から相談
　6/9　 現地で検体採取、一次診断実施
　6/10  陽性確定（10検体中9検体）
　6/15　国立研究開発法人水産研究・教育機構
　水産技術研究所の確定診断で陽性確定
　6/15　まん延防止措置命令　発出
　6/22　魚の処分及び消毒作業
　　　　　（防疫措置動員数：２名）

成果
関連各所協力の元、相談通報から迅速に対応
し、まん延防止対策を行った。
また、処分経費を算定し、業者への補償を行っ
た。

特定疾病（コイヘルペス
ウイルス病）のまん延防
止

特定疾病（コイヘルペス
ウイルス病）のまん延防
止

達成 適正
　魚病診断を迅速に行い、まん延
防止に努めた。

令和４年度当初予算（追
加分）

区　　分 目標値及び実績

Ⅱ伝染性
疾病

・病害虫
の発生予
防・まん
延防止
（特別交
付型交付

金）

事業実施計画 事業実施実績 都道府県等による評価の概要 備考


